
 

3 月 25 日に開催されました第 141 回通常議員総会におきまして、  

下記議案が承認されましたので、ご案内申し上げます。 

 

１．議   案   

議案第１号 令和７年度事業計画（案）の件 

議案第２号 令和７年度会費・特定商工業者負担金徴収方法の件 

議案第３号 議員総会から常議員会への委任に関する件 

（事業計画及び収支予算の変更に関する件） 

議案第４号 令和７年度収支予算（案）の件 

議案第５号 議員職務執行者の変更に伴う副会頭選任の件 

そ の 他 

 

[報告事項] 

１．令和７年度当所議員選挙日程の件 

２．青年部・女性会 活動報告 

[情報提供] 

横須賀市の人口動態変化について（仮題） 

横須賀市経営企画部 部長 宮川 栄一 氏 

 

 

 



第141回通常議員総会

令和７年３月２５日



横須賀商工会議所

令和7年3月25日

〜地域企業に寄り添い、共に歩む商工会議所〜

令和7年度事業計画

議案第１号



役員・議員改選

R7. 4. 1 選挙委員会発足(一号議員選挙)

9. 29 常議員会・臨時議員総会
３号(13人) ・２号(31人)議員選任

10. 20 １号議員選挙投票日(定数46人を超えた場合)
※当選確定を受け、次期議員90人が決定

10. 31 今期役員・議員任期満了

11.   4 臨時議員総会(会頭以下の役員選任)

タイムスケジュール概要



4月から当所でスタート「ひとびとみうら」
三浦半島の中小企業のための福利厚生総合サービス

社員を大切にする会社は
選ばれる会社です

レクリェーションから慶弔⾒舞
⾦制度まで、幅広いサービスを
きめ細かく利⽤できます。

公的補助により
月額700円/1人

低価格で盛りだくさんのサービス!



共通経営課題の解決

パートナーシップ構築宣言

規模の大小にかかわらず、自社の取引が公平である
ことを宣言するもの
全ての企業が、公平な取引環境のもとに、価格転嫁や
賃⾦アップができる環境を、全企業が作ることを目的
に国が推進する制度
日本商工会議所が提唱し、現在62,000社超が宣言登録

宣言企業 62,000社超!!

人材確保策の強化

外国人材の確保 監理団体・⾏政と連携したセミナーや
個別相談会を定期的に開催

タイミーとの
提携

飲⾷店やサービス業の⼈⼿不⾜解消に
向けて隙間バイト探し「タイミー」と
提携(3/31記者発表)

公平な取引から円滑な価格転嫁へ



生成AIの実践的活用

もう、
できない 分からないでは

ビジネスができない時代に

受講後も専門家と当所職員が専属アドバイザー

当所のセミナー受講者は、確実にスキルアップ

課題の抽出と分析⇒何をどうしたいのか

AIアプリを含む解決策の提案⇒支援スタート

 会社で解決すべきこと  支援で解決できること



越境ECマーケット戦略の転換

商社OBアドバイザーとの調査研究で分かったこと

何をネットで買うのか?

現地では、日本食の飲食店、チェーン店、
スーパーで、ほとんどのものは手に入る

在日外国人
MADE IN JAPAN

現地外国人
SNS配信 EC購入

利用・情報収集 商品掲載

知人やフォローしているSNS発信者が、勧めるもの
ネットは、ただの購入・決済手段

当所の海外向けモール



元ヘビーメタルバンド「ペニ
シリン」ベーシストで、現在
は「ゴールデンボンバー」の
プロモートをはじめとする、
経営コンサルタント会社を経

営。当所「SNS活用セミナー」の
WEBページに8万件以上がアクセス。
爆発的顧客吸引力を持つ。調理師
免許を持つ。ポータルサイト「ヨ
コスカイチバン」登録店への誘客
戦略に期待。

当所の総合的インフル
エンサーで、イベント・
セミナー・メニュー開発
など、様々な面で、会員
の経営支援に尽力。産業

フェスや議員交流会の司会を
担当。
吉本芸人「イシバシハザマ」
として活躍、神奈川県住みま
す芸人でもある。

インフルエンサーによる発信⼒強化

話術、発想⼒、発信⼒、プロモーション、商品開発、⼈材育成

顧客吸引力を持つ異色の支援パートナー
当所特命職員

石橋 尊久氏
元ミュージシャン
近藤 宜彰氏



YOKOSUKA情報セキュリティプロジェクト
フェーズⅡ

フェーズⅠ

 IPAセキュリティ・アクション 宣言
100社目標達成!

 当プロジェクト開発の端末監視型
セキュリティサービス『お助け侍』

フェーズⅡ

 セキュリティ・アクション 宣言100社
 ⾏政補助⾦を活⽤した

『お助け侍』の普及推進
月額990円/1ユーザー

 協⼒機関・パートナー企業との
定期的ミーティング

(R6. 7. 9〜R7.3.31)

(R7.4.1〜R8.3.31)

(コアメンバー)
 横須賀商工会議所
 ワールドスカイ
 日本マイクロソフト
 東京海上日動火災保険



『起業を応援するまち″横須賀“』のブランド化

仲間を増やす⼤交流会

個別の課題に応じた伴走支援

起業コミュニティの形成

スタートアップ塾

会議所が起業家サロンへ

起業支援
フロー

 起業に対する意識の変化
 創業者交流会に73人の参加
 ⼩さく産んで⻑く育てる環境整備

交流会の様子



『起業を応援するまち″横須賀“』のブランド化(学生編)

角川ドワンゴ学園と協働で、
学生の起業マインドを醸成

 N高/S⾼〜ZEN大学まで、一貫した起業プログラム
 「横須賀で」、「横須賀を」題材に、ビジネスアイディアを実現

クオリティの高いビジネスプランが完成

入校式風景

フィールドワーク



少子高齢化社会における商店街の在り方

商店街の役割の再考?
生活者目線をどう分析?
次世代にどう引き継ぐ?

横須賀商工会議所 ・ 横須賀商店街連合会

商店街として解決すること会議所として支援できること



支払方法
振 込 自動振替

期 別

前 期 令和７年 ４月 令和７年 ５ 月１２日

後 期 令和７年１０月 令和７年１１月１０日

１．会 費
１）令和７年度 会費１口の金額 ３，６００円

２）会費徴収時期

２．特定商工業者負担金
１）負担金の金額 １，５００円

２）負担金徴収時期 令和７年７月予定
（定款第29条の規定により神奈川県知事の許可を受けた後）

令和７年度 会費・特定商工業者負担金徴収方法の件

議案第２号



(事業計画及び収支予算の変更に関する件)

【 横須賀商工会議所定款抜粋 】

（議員総会の決議事項）

第３９条 次に掲げる事項は、議員総会の議決を経なければならない。

ただし、第１１号から第１６号までの事項については、議員総会の

議決を経て、常議員会に委任することができる。

（１）～（11） （ 省 略 ）

（12）事業計画及び収支予算の決定又は変更

（13）～（16） （ 省 略 ）

議案第３号

議員総会から常議員会への委任に関する件



令和７年度 収支予算（案）の件

議案第４号

(単位:千円)

421,796 413,232 8,564 繰越金を含む

(364,599) (57,197) （ ）内は当初予算

共
済

特定退職金共済制度
特  別  会  計

378,350 358,690 19,660 繰越金を含む

退職給与引当金
特  別  会  計

126,712 119,240 7,472
繰越金･繰入金を
含む

建  物  関  係
特  別  会  計

421,946 394,296 27,650
繰越金･繰入金を
含む

別途積立金会計 142,000 142,000 0 繰越金

1,490,804 1,427,458 63,346

1,462,804 1,399,458 63,346

自　令和７年４月　１日
至　令和８年３月３１日

会　計　別
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
(▲)

備　　考

事業会計 一　般　会　計

特
 
別
 
会
 
計

積
 
立
 
金

合　　　計

各会計間の重複を
除いた合計

補正差額



(単位:千円)

款 

1 会 費 70,263 70,560 ▲ 297

2 負 担 金 4,254 3,780 474

3 交 付 金 122,990 94,034 28,956 横須賀市産業振興財団移管分含

4 事業収入 165,140 145,367 19,773 横須賀市産業振興財団(ひとびとみうら)移管分含

5 受託収入 15,862 9,955 5,907 カレーの街よこすか事業者部会受託追加

6 議員特別負 担金 2,250 0 2,250 選挙年度のみ計上

7 雑 収 入 1,037 903 134

8 繰 越 金 40,000 40,000 0

421,796 364,599 57,197

収
　
入
　
の
　
部

合計

特　記　事　項
科　　　目

本年度予算
前年度予算
(補正前)

比較増減
(▲)

令和７年度  一般会計収支予算比較表



(単位:千円)

款 

1 事 業 費 228,135 189,946 38,189

部会活動､経営改善普及事業､情報化推進､
ｷｬﾘｱ教育推進、市場開拓、情報ｾｷｭﾘﾃｨ、健康経営、
産農人ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、各種共済事業、検定事業等
※経営支援事業費(人件費)･ひとびとみうら移管分含

2 管 理 費 103,910 101,655 2,255

3 会 館 費 22,913 21,234 1,679

4 繰 入 金 28,000 28,000 0
建物関係特別会計1,000万
退職給与引当金特別会計1,800万

5 予 備 費 38,838 23,764 15,074

421,796 364,599 57,197

支
　
出
　
の
　
部

合計

科　　　目
本年度予算

前年度予算
(補正前)

比較増減
(▲)

特　記　事　項



定款第３１条 本商工会議所に、次の役員を置く。
（２）副 会 頭 ４人

定款第３３条 第２項
副会頭は、議員総会の同意を得て、
会頭が会員のうちから選任し、又は解任する。

道平 隆副会頭から、3月31日をもって辞任する旨、届出書を
受理。

議案第５号

議員職務執行者の変更に伴う副会頭選任の件



報 告 １令和７年度 当所議員選挙日程の件
※選挙事務の取扱は、選挙委員会内規により、原則事務局の就業時間内とする。

８月 ２９日（金）       ◆ 新規会員加入･会員口数増口の申し込み､会費払込締切  

８月２９日までに新規及び増口分の会費の払込がない場合は選挙人 
名簿に登載されず、その申し込み分の選挙権、被選挙権は失効する。 

 

       ◆ 選挙人名簿調整＜この間に書面による加入承認審議＞ 

 ８月３１日現在の会員及び会員以外の特定商工業者の選挙資格を 

             調査の上､選挙人名簿を調整。 

 

９月  ５日（金）        ◆ 選挙人名簿縦覧公告 
 

    １０日（水）        ◆ 選挙人名簿縦覧及び異議の申し立て 

                             ９／１０から９／１９までの７日間（事務局就業日）に亘り､選挙人名簿を会員及び 

                                会員以外の特定商工業者の縦覧。縦覧希望の者は､この期間内に事務局に申請 

                                の上､縦覧できる。縦覧の結果､選挙人名簿に異議ある場合は､この期間内にその 

                                旨を申し出ることができる。  
１９日（金）   

             

    ２０日（土）        ◆ 選挙人名簿確定､公告 
                                  
                          ◆ ３号議員選任【１３人】（会頭が常議員会<9/29(月)>の同意を得て選任） 

                             選任公告 

                            ◆ ２号議員【３１人】の各部会への割当数決定（臨時議員総会<9/29(月)>） 

                            ◆ ２号議員選任（各部会選任<9/29(月)>）、選任公告 



 

９月 ３０日（火）           ※２号議員選任期日 

  
 
１０月  ３日（金）       ◆ １号議員選挙公告【４６人】    ◆ 投票用紙引換券送付､交付開始 

                                

 
◆ １号議員立候補届出期間 

 

但し、会費・負担金（新規・増口以外）が 

未納の者は､入金次第投票用紙引換券を 

送付ないし、交付するが、10 月 17 日(金) 

までの入金に限る。

10 月 3 日から 10 月 10 日まで 

10 月 10 日午後 5 時締切り  
１０日（金） 

 

１１日（土）        ◆ 立候補者公告

 
１７日（金）        ◆ 立候補辞退届出締切り（午後５時まで） 

 
２０日（月）        ◆ １号議員選挙 

（投票時間は午前９時より午後３時まで） 

                           ※即日開票･当選発表､通知 

２３日（木）        ◆ １号議員当選確定公告 

《議員選挙選任後の臨時議員総会<11/4(火)>において、会頭以下の役員選任が行われる。》 

※上記の他、各部会において正副部会長の選任も行う。



議案第４号

令和７年度  一般会計収支予算書（案）
自　令和７年　４月　１日
至　令和８年　３月３１日

【収入の部】 (単位　:　円)

1. 70,263,000 70,560,000 ▲ 297,000

2. 4,254,000 3,780,000 474,000

3. 122,990,000 94,034,000 28,956,000

4. 165,140,000 145,367,000 19,773,000

5. 15,862,000 9,955,000 5,907,000

6. 2,250,000 0 2,250,000

7. 1,037,000 903,000 134,000

8. 40,000,000 40,000,000 0

合　　　　　　　計 421,796,000 364,599,000 57,197,000

【支出の部】 (単位　:　円)

款 項

1. 事 業 費 228,135,000 189,946,000 38,189,000

1.産 業 振 興 費 94,636,000 87,665,000 6,971,000

2.経 営 支 援 事 業 費 95,481,000 84,547,000 10,934,000

3.小規模企業専門指導費 1,661,000 3,194,000 ▲ 1,533,000

4.経営資源強化支援事業費 0 1,450,000 ▲ 1,450,000

5.法 定 台 帳 関 係 費 1,500,000 1,500,000 0

6.会員福祉事業関係費 2,498,000 2,108,000 390,000

7.労働保険事務組合関係費 9,542,000 9,482,000 60,000

8.勤 労 者 福 祉 SC 関 係 費 22,817,000 0 22,817,000

2. 管 理 費 103,910,000 101,655,000 2,255,000

1.給 与 費 50,942,000 50,178,000 764,000

2.福 利 厚 生 費 11,285,000 10,303,000 982,000

3.旅 費 600,000 600,000 0

4.事 務 費 15,067,000 17,010,000 ▲ 1,943,000

5.会 議 費 1,065,000 1,035,000 30,000

6.交 際 費 1,300,000 1,400,000 ▲ 100,000

7.公 課 分 担 金 21,151,000 21,129,000 22,000

8.議 員 選 挙 費 2,500,000 0 2,500,000

3. 会 館 費 22,913,000 21,234,000 1,679,000

1.維 持 費 19,866,000 18,234,000 1,632,000

2.営 繕 費 2,470,000 2,470,000 0

3.保 険 料 577,000 530,000 47,000

4. 繰 入 金 28,000,000 28,000,000 0

1.退職給与引当金特別会計繰入金 18,000,000 18,000,000 0

2.建物関係特別会計繰入金 10,000,000 10,000,000 0

5. 予 備 費 38,838,000 23,764,000 15,074,000

合　　　　　　　計 421,796,000 364,599,000 57,197,000

本年度予算額
科　　　　　　　　目

比較増減（▲）

比較増減（▲）

款 

科　　　　　　　　目
本年度予算額

前年度予算額
（補正前）

前年度予算額
（補正前）

配 布 資 料

事    業    収    入

受    託    収    入

議 員 特 別 負 担 金

雑   　  収     　入

繰    　 越 　    金

会        　　　　費

負       担       金

交    　 付     　金

-１-



【特定退職金共済制度特別会計】 (単位　:　円)

本年度予算額
前年度予算額
（補正前）

比較増減
（▲）

 本年度予算額
前年度予算額
（補正前）

比較増減
（▲）

378,350,000 358,690,000 19,660,000 378,350,000 358,690,000 19,660,000

（内訳） （内訳）

共 済 事 業
掛 金 収 入

207,840,000 187,680,000 20,160,000 事 業 費 308,000 308,000 0

企業年金契約
給 付 金 受 入

170,000,000 170,000,000 0
共 済 事 業
給 付 金

170,000,000 170,000,000 0

雑 収 入 10,000 10,000 0 管 理 費 8,215,000 8,215,000 0

繰 越 金 500,000 1,000,000 ▲ 500,000 支払保 険料 199,440,000 180,000,000 19,440,000

予 備 費 387,000 167,000 220,000

【退職給与引当金特別会計】 (単位　:　円)

 本年度予算額
前年度予算額
（補正前）

比較増減
（▲）

 本年度予算額
前年度予算額
（補正前）

比較増減
（▲）

126,712,000 119,240,000 7,472,000 126,712,000 119,240,000 7,472,000

（内訳） （内訳）

繰 入 金 18,000,000 18,000,000 0 退職給 与金 0 0 0

雑 収 入 50,000 1,000 49,000 退職共済掛金 5,800,000 5,600,000 200,000

繰 越 金 108,662,000 101,239,000 7,423,000 予 備 費 120,912,000 113,640,000 7,272,000

【建物関係特別会計】 (単位　:　円)

 本年度予算額
前年度予算額
（補正前）

比較増減
（▲）

 本年度予算額
前年度予算額
（補正前）

比較増減
（▲）

421,946,000 394,296,000 27,650,000 421,946,000 394,296,000 27,650,000

（内訳） （内訳）

繰 入 金 10,000,000 10,000,000 0 工 事 費 21,853,000 0 21,853,000

雑 収 入 628,000 505,000 123,000 事 務 費 2,000 0 2,000

繰 越 金 411,318,000 383,791,000 27,527,000 予 備 費 400,091,000 394,296,000 5,795,000

【別途積立金会計】 (単位　:　円)

 本年度予算額
前年度予算額
（補正前）

比較増減
（▲）

 本年度予算額
前年度予算額
（補正前）

比較増減
（▲）

142,000,000 142,000,000 0 142,000,000 142,000,000 0

（内訳） （内訳）

繰 越 金 142,000,000 142,000,000 0 予 備 費 142,000,000 142,000,000 0

令和７年度  特別会計収支予算書（案）
自　令和７年　４月　１日
至　令和８年　３月３１日

収入金額
合    計

支出金額
合    計

収入金額
合    計

支出金額
合    計

収入金額
合    計

支出金額
合    計

収入金額
合    計

支出金額
合    計

 

-２-
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１ 転出者数は1,000人以上減少 転入者数は横ばい

1
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転入者数 転出者数

転出者 2013年比 1,143人減少

転入者 2013年比 137人増加

資料：住民基本台帳



２ 社会減（転出超過）は２０１０年以降 最少の３０７人に

2
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社会減が 1,280人改善

資料：住民基本台帳



（単位：人）

0歳から14歳
【A】

15歳から19歳 20歳から29歳 30歳から59歳
【B】

60歳以上 総数

2013年 △154 ＋566 △977 △876 △146 △1,587

2024年 ＋5 ＋716 △1,021 ＋25 △32 △307

2013年→2024年
の比較

＋159 ＋150 △44 ＋901 ＋114 ＋1,280

３ ほぼ全ての年齢層で社会増減が改善（2013年と2024年の比較）

特にファミリー層は転入超過に転じ、社会増減はプラス1,060人

3
資料：住民基本台帳

2013年と2024年の年齢階層別社会増減比較
・０歳から14歳 ＋159人
・15歳から19歳 ＋150人
・20歳から29歳 △ 44人
・30歳から59歳 ＋901人
・60歳以上 ＋114人

転入超過 ・０歳から14歳 ＋５人
・30歳から59歳 ＋25人

ファミリー層 ＋1,060人
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2013年

△154人 △876人

資料：住民基本台帳

４ 社会増減の各歳別データ（2013年と2024年の比較）

（ファミリー層 △１,０３０人→＋３０人 1，０60人改善 転入超過に転じる）

4



５ 市外からの転入が進む中央エリアのマンション
2024年 市外転入者割合46％

5
資料：住民基本台帳

※中央エリア 150⼾以上の新築マンション入居者の前住所地

市外転入者割合は
増加傾向

合計30％

合計32％

合計46％54%
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出所：住民基本台帳移動報告書

６ 増加が続く東京23区からの転入者
2013年と2023年の比較で＋３２１人

6



７ 転入のきっかけの約２割は観光等での訪問
ー 令和４年調査と令和６年調査の比較 ３％増 その割合は上昇 ー

7

資料：東京23区からの転入者アンケート報告書（令和４年、６年実施）

R6:n=497
（R4:n=463）



８ 来訪の数が転入に高い効果を生んでいる
ー 訪れた回数が多いほど、転入につながっている ー

8

資料：東京23区からの転入者アンケート報告書（令和４年、６年実施）



９ 2023年の観光客数は、過去最高の約９００万人
ー 近く 目標の１千万人に ー

9

資料：観光課県報告資料から作成（県観光客入込客数）


